
市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

能勢町

第2章 医師確保の現
状と課題
第1節 医師確保の現
状

第3章 医師偏在指標
第1節 医師偏在指標

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第1節 国の考え方
第2節 大阪府の考え
方

・豊能二次医療圏内の「能勢町」においては、他の市と違い
有床の医療施設は１箇所も存在せず、一番近い施設は他
県であること、また、町内の国保直診に至っては半径４キロ
以内医療施設がない地域である。国が人口１０万人対医師
数を基に示す「医師偏在指標」ひとくくりで医師必要数の多
少を論じてしまうと現実と合致しないことになる。国、府にお
いて大阪府には「へき地」が存在しないことになっており、そ
れ故に「医師少数スポット」にも設定されず本計画が策定さ
れようとしている。
・また、国保直診には医師を安定的に確保するシステムが
なく、自治医大卒の医師等府から医師が供給されることは
望めないでいる。長期的視点で後継者候補がいない中、地
域医療を担う医師を確保するシステムを構築する必要があ
る。本計画中、豊能二次医療圏は医師多数区域とされてい
るが、せめて「面積当たりの医師数」等の指標も参考に計画
を組み立てていただきたい。
・また、大阪府においては、医師の研修機関となっているだ
けのような「大阪府医療法人キャリアセンター」ではなく、他
県のように国の趣旨に沿った「地域医療支援センター」を府
で設置され、医師の地域偏在を解消できるような仕組み作り
を行っていただきたい。

・「へき地の医療」を含む地域医療提供体制については、医
療計画において策定し、同計画に基づいた体制整備等を行
うこととされているため、当該施設が医療計画において「へ
き地診療所」としての機能を担う必要があるかどうかの判断
も含めて、第８次医療計画の策定に向けて、医療計画の指
針（へき地の医療体制構築に係る指針）を踏まえ、必要に応
じて検討します。
・医師確保計画策定ガイドラインでは、「へき地診療所を設
置することで無医地区・準無医地区に該当していない地域
でも、当該へき地診療所における継続的な医師の確保が困
難である場合であって他の地域の医療機関へのアクセスが
制限されている地域などについては、必要に応じて医師少
数スポットとして設定すること」とされていますが、現時点で
は当該要件に合致していないものと考えます。
・「大阪府医療人キャリアセンター」は国が医療法で規定す
る「地域医療支援センター」として平成23年度から設置して
いるものであり、令和２年度から事業を直営化し、医療法第
30条の25で規定する地域医療支援事務として、大阪府医療
対策協議会で協議のうえ、地域枠医師等のキャリア形成プ
ログラムや医師派遣計画案の作成などに取り組みます。

大阪府医師確保計画（案）に対する「市町村意見」と大阪府の考え方

【募集期間】令和2年1月31日（金曜日）から令和2年2月21日（金曜日）まで
【募集方法】電子申請、郵便、ファクシミリ
【意見等の数】43市町村のうち、意見があったのは14市町村

寄せられたご意見等の概要、ご意見等に対する大阪府の考え方は下記のとおりです。
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市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

吹田市

第2章 医師確保の現
状と課題
第2節 医師確保の課
題

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第3節 医師の確保の
方針

・豊能圏域には、大阪大学医学部附属病院や国立循環器
病研究センターがあるため、府内でも特に医師の多数区域
となっているが、これらの病院は、三次医療圏もしくはさらに
広域な地域の医療需要にも対応している。また、本市は、当
面2030年ごろまで人口増加が見込まれており、豊能医療圏
においては、今後も特に医療需要が伸びる地域であるとさ
れている。
医師多数地域から少数地域への医師の派遣など、医師の
偏在是正策の具体的運用にあたっては、そうした実態を十
分に勘案したうえで対応いただきたい。

・府内の二次医療圏における地域偏在や診療科偏在の状
況を踏まえ、研修や医師派遣を調整することとしています。
調整に際しては、ご指摘の点も踏まえ検討してまいります。

四條畷市

第2章 医師確保の現
状と課題
第2節 医師確保の課
題

・地域医療機関の医師の高齢化に伴う世代交代による診療
科目の偏り
・産婦人科、小児科の不足
・糖尿病や透析等の専門医の不足

・医師の高齢化に伴う世代交代による視点も踏まえながら、
今後の医師確保対策を行ってまいります。
・医師の派遣調整等により、産婦人科、小児科等、医師が不
足する診療科の医師確保に取り組みます。
・大阪府でより多くの専攻医を確保できるよう、専門医機構
や国に対し要望します。
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市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

八尾市

第2章 医師確保の現
状と課題
第2節 医師確保の課
題

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第1節 医師確保の取
組み
第3節 産婦人科（産
科）・小児科の医療提
供体制の検討

・中河内医療圏では医師不足のため、24 時間365 日の小
児初期救急体制の提供が確保されていない状況がありま
す。つきましては、奨学金制度を充実する等、この状況を改
善できるような実効的な施策が盛り込まれた医師確保計画
を策定していただきたいと考えています。

・大阪府では従来より、基金を活用して、産科、小児科、救
急科に従事する医師の確保を目的として地域枠医師の養成
に取り組んでおり、中河内医療圏を地域枠医師の優先的な
派遣対象としております。引続き、医師確保計画案において
も地域枠医師の養成に取り組むとともに、中河内医療圏は
医師多数区域では無いことから、引き続き優先的な派遣対
象とします。

河内長野市

第2章 医師確保の現
状と課題
第2節 医師確保の現
状

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第1節 国の考え方
第2節 大阪府の考え
方　第3節 医師の確
保の方針

・主に南河内二次医療圏の内容に関して記載させていただ
きます。第７次大阪府医療計画（P412）では、南河内二次医
療圏の医療需要は、2030年頃まで増加することが見込まれ
ており、その後、減少に転じますが、2040年においても2025
年と同程度の入院医療需要となることが予想されています。
しかしながら、医師確保計画（案）P12【医療圏別医療需要の
推移】では、南河内は、2023年～2036年まで減少する推移
となっていることから、整合性が必要と思われます。
・医師確保計画（案）P62に「南河内、堺市二次医療圏につ
いては、将来の近畿大学病院の移転にともなう医師の流出
入を踏まえて、必要に応じた医師確保を行います。」と掲載
されています。P44、４５、５０、５５、５６等に現在医師数、
2023年必要医師数、2036年必要医師数が掲載されておりま
すが、近大病院の医師数がそれぞれ、南河内・堺市のどち
らの医療圏のカウントであるかが分かるように記載していた
だきたいと思います。

・2023年および2036年の必要医師数は、2018年の必要医師
数に対して、将来の医療需要の変化率を掛け合わせて得ら
れたものであり、医療需要の増減の影響を見るためには、
2018年、2023年、2036年の「必要医師数」をそれぞれ比較す
る必要があります。ご提示いただいたように、2018年の必要
医師数と2023年及び2036年の必要医師数では、医療需要
の変化に加え、勤務超過時間補正及び性・労働時間補正の
影響を受けたものを比較しているため、南河内二次医療圏
の医療需要の推移と完全には一致しません。

・近畿大学病院の医師数については、南河内医療圏の医師
数で算出している旨、計画に記載します。近畿大学病院の
移転後の医師数については、第8次医療計画策定時に改め
て分析し、記載する予定です。

河南町

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第3節 医師の確保の
方針

・厚生労働省「医師偏在指標作成支援データ集」からは、南
河内医療圏は医師多数区域と示されている。しかし、近畿
大学病院移転に伴い、南河内医療圏の医師偏在の推計は
明確な提示がされていない。
・P62「将来の近畿大学病院の移転にともなう医師の流出入
を踏まえて、必要に応じた医師確保を行います」との記載の
み。近畿大学病院移転に伴う計画を明確に提示すべきでは
ないか

・近畿大学病院の医師数については、南河内医療圏の医師
数で算出している旨、計画に記載します。近畿大学病院の
移転後の医師数については、第8次医療計画策定時に改め
て分析し、記載する予定です。
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市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

千早赤阪村

第2章 医師確保の現
状と課題
第1節 医師確保の現
状

・大阪府には全ての市町村に医科診療所が開設されてお
り、へき地がないため、大阪府医療計画には「へき地の医
療」は除かれ、本計画でもへき地に関する医師確保の問題
には触れられていません。
・千早赤阪村は、平成26年4月に大阪府内で初めて過疎地
域自立促進特別措置法における「過疎地域」として公示さ
れ、現在、村立国民健康保険診療所2か所（うち1か所は第2
種へき地診療所）と民間診療所1か所で地域医療を担ってい
る状況です。医師確保については小さな自治体としては困
難であり、持続的・安定した医師の確保については、大阪府
との連携や支援が必要です。
・大阪府は、他府県のようにへき地診療所を多く抱えていな
いため、自治医科大卒業医師については公衆衛生部門や
救急医療施設等の分野に従事しているとのことですが、今
後は医師確保が困難なへき地診療所等への支援方策につ
いても含めて検討していただきたい。

・キャリア形成プログラムに総合診療科コースを設定すると
ともに、大学を含む関係者の協力の下、夏季休暇中の地域
実習プログラムやセミナーを開催する等の方法により、大学
の医学部の学生や医師が地域社会と接する機会を提供し、
学生の地域医療や将来の進路選択に対する主体的意識の
かん養を図ります。

堺市

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第3節 産婦人科（産
科）・小児科の医療提
供体制の検討

産婦人科（産科）、小児科の医療提供体制の見直しについ
ては機能集約化の方向性を示されているが、単に医師が不
足しているからという理由でだけではなく、住民が適切に医
療提供を受けられる体制という点に留意してほしい。
また、産科と小児科については、診療科として性質が違う部
分があり、機能集約化の方法もそれぞれの性質に合わせた
方法を選択しなければならないと思うが、特に、周産期医療
については、産婦人科と小児科の医師がかかわっているこ
とからも、大阪府におかれては二次医療圏ごとの議論をそ
のまま集約したものではなく、二次医療圏の垣根を超え、府
域全体のバランスを考えた方向性のあり方を検討してほし
い。

・医療提供体制の見直しについては、圏域での議論を踏ま
え、地域医療構想、医師の働き方改革、医師確保の三位一
体で検討してまいります。

岸和田市

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第1節 医師確保の取
組み
第3節産婦人科（産
科）・小児科の医療提
供体制の検討

・計画の記載内容への意見ではないが、当地域（泉州北部）
では小児救急を広域で対応しているが、小児科医の不足に
より今後対応が困難になる可能性があるため、府として何ら
かの対応を考慮いただきたい。

・大阪府では従来より、基金を活用して、産科、小児科、救
急科に従事する医師の確保を目的として地域枠医師の養成
に取り組んでおり、泉州二次医療圏を地域枠医師の優先的
な派遣対象としております。引続き、医師確保計画案におい
ても地域枠医師の養成に取り組むとともに、泉州二次医療
圏は医師多数区域では無いことから、引き続き優先的な派
遣対象とします。また、医師確保計画と整合性を図りなが
ら、第７次医療計画の中間見直しのなかで小児科の医療提
供体制を検討してまいります。
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市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

泉大津市

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第3節 産婦人科（産
科）・小児科の医療提
供体制の検討

・６．医療提供体制の検討に向けた取組（周産期・小児医
療）について、「（参考）国が示す具体的取組」にもあるよう
に、実際に周産期医療・小児医療の提供体制を効率化する
ための再編統合を含む集約化・重点化をすすめる場合は、
関係者の協力の下、すなわち現に当該医療を提供している
各医療機関の意見を反映いただくよう切に要望する。
また、同じく具体的取組に示されている通り、集約化・重点
化等によって、施設又は設備の整備、改修、解体等を要す
る場合には、それに伴い収益的に不利益を被ることのない
よう支援を願いたい。

・御要望として承ります。

泉佐野市

・2次医療圏保健医療協議会のご意見を十分に反映いただ
きたい。

・今後、地域医療構想、医師の働き方改革、医師確保を三
位一体で進めていくにあたり、集約化の議論においては圏
域での議論を踏まえながら進めてまいります。

阪南市

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第2節 大阪府の考え
方　第3節 医師の確
保の方針

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第1節 医師確保の取
組み

・現実的に公立病院で医師が不足している状況の中で、地
域性などを踏まえ、大阪府が将来の医療需要により算出し
ている医師数の確保を目指して取組を強化していただきた
い。
・長期的な視点とあるが、医療需要が見込まれるなら、短期
的に対策を行っていただきたい。
・大阪府全体の医師確保に向けた取組については、地域枠
医師の養成や自治医科大学卒業医師の養成など具体策が
示されているが、大阪府内の2次医療圏ごとに見た場合、中
河内と泉州医療圏は「医師多数でも少数でもない区域」に該
当しており、大阪府も地域偏在対策についての課題」として
医師確保に格差が生じていると認識しているところである。
実際、大阪市内中心部から遠距離に位置する泉州医療圏
南部にある阪南市民病院では、大阪府内の大学医学部（ま
たその附属病院）からの医師派遣は少なく、隣接する和歌
山県からの医師招聘に頼っている状況である。今回、国が
要請している本計画の策定は各都道府県に委ねられている
ため、計画策定により大阪府外からの医師派遣にマイナス
影響が出る可能性も考えられることから、そのような状況が
起こらないよう隣接する他府県と事前調整を行うことや、仮
にそのような状況が発生した場合は、2次医療圏の枠を越え
た大阪府全体で医師確保に対応するための具体的取組に
ついての記述を望む。

・長期的な施策として地域枠養成数の継続的な確保ととも
に、短期的な施策として地域枠医師等のキャリア形成プログ
ラムに基づく泉州二次医療圏への優先的な医師派遣調整を
計画に位置付けており、短期と長期的な施策を組み合わせ
て医師確保を進めてまいります。
・ご意見を踏まえ、医師確保計画案、第1節医師確保の取組
み（４）医師の派遣計画の作成及び派遣調整（地域医療支
援センター）、（９）医師確保対策の実施に関する協議・調整
（大阪府医療対策協議会）の部分に、府内大学から医師の
派遣が少ないことにより必要とされる医師が確保できない状
況等を踏まえた効果的・効率的な派遣調整について記載い
たします。
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市町村名 該当項目 ご意見・ご提言 大阪府の考え方

田尻町

第4章 必要となる医
師数（2023年・2036
年）
第3節 医師の確保の
方針

・泉州医療圏に属する田尻町は、（２）「医師多数でも少数で
もない医療圏」とされており、現計画でも医師偏在対策に取
り組みますと記載さている。
・意見としては、2次医療圏での捉え方、考え方をすることは
理解できるが、産科・婦人科の医師不足により、「泉州広域
母子医療センター」での取組で対応しておりますが、当該診
療科目の医師が少ないのが現状です。
このことから、（３）診療科偏在において、「医師が不足してい
る又は政策的に確保が必要な領域（産科、小児科、救急
科、精神科、内科（感染症）及び総合診療科、公衆衛生）を
中心に医師確保を行います。」とあり、医療圏ごとの記載は
ありませんが、泉州医療圏について具体的な方針が出せる
のであれば、特段の記載をいただきたい。

・泉州二次医療圏については、国の目標医師数（2023年）を
上回っているため、目標医師数の設定は行わないこととしま
すが、医師多数区域からの医師派遣されるよう関係医療機
関に働きかけるとともに、引き続き地域枠医師及び自治医
科大学卒業医師を配置するなど、地域及び診療科の医師
偏在対策に取り組むことを記載しております。

大阪市

第2章 医師確保の現
状と課題
第1節 医師確保の現
状

第5章 医師の確保と
資質向上に関する施
策の方向
第3節 産婦人科（産
科）・小児科の医療提
供体制の検討

・府内において実施された「医師の勤務実態調査」を活用さ
れているが、回収率を考慮した分析結果で検討いただきた
い。
・産科（産婦人科）・小児科医療の集約化は、入院医療と外
来医療の両方の視点から検討する必要があり、また住民の
理解と協力も必要である。これらの視点からの目標設定が
必要ではないか。

・回収状況も踏まえ、調査結果を分析しております。
・今後、地域医療構想、医師の働き方改革、医師確保を三
位一体で進めていくにあたり、集約化の議論においては圏
域での議論を踏まえながら必要に応じて目標設定をしてま
いります。
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